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日本年金機構の設立に伴う厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令

について（労働基準局関係） 

 

 日本年金機構の設立に伴う厚生労働省関係省令の整備及び経過措置に関する省令（平

成２１年厚生労働省令第１６７号。以下「整備省令」という。）については、本日公布さ

れ、平成２２年１月１日から施行されることとなった。 

 整備省令においては、現在社会保険・労働保険徴収事務センターにおいて実施してい

る労働保険関係の届出の受付事務を、社会保険庁廃止後も引き続き実施できるよう関係

省令を改正したものであり、その内容は下記のとおりであるので、その運用に遺漏なき

を期されたい。 

 

記 

 

労働者災害補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令第２２号。以下「労災則」とい

う。）、労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則（昭和４７年労働省令第８号。

以下「徴収則」という。）及び厚生労働省関係石綿による健康被害の救済に関する法律施

行規則（平成１８年厚生労働省令第３９号。以下「石綿則」という。）において、年金事

務所（日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号）第２９条の年金事務所をいう。）を

以下の届出の提出（継続事業であって、労働保険事務組合に委託しておらず、社会保険

各法も適用されている事業場に係るものに限る。）における経由機関として規定したこと。 

・ 概算保険料申告書及び確定保険料申告書（年度更新に係るものに限る。）（徴収則

第３８条第２項関係） 

・ 保険関係成立届（徴収則第７５条第２項関係） 

・ 名称、所在地等変更届（徴収則第７５条第２項関係） 

・ 代理人選任・解任届（徴収則第７５条第２項関係） 

・ 一般拠出金申告書（年度更新に係るものに限る。）（石綿則第２条の５第２項関係） 

・ 代理人選任・解任届（徴収則の準用）（石綿則第２条の６関係） 

・ 代理人選任・解任届（労災則第３条関係） 


